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証券コード　3788
平成26年３月３日

株 主 各 位
東 京 都 渋 谷 区 桜 丘 町 2 6 番 １ 号
Ｇ Ｍ Ｏ ク ラ ウ ド 株 式 会 社
代表取締役社長 青 山 　 満

第21回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第21回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙
に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成26年３月17日（月曜日）午後６時30分まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1. 日 時 平成26年３月18日（火曜日）午後６時
2. 場 所 東京都渋谷区桜丘町26番１号

セルリアンタワー東急ホテル　地下２階「ボールルーム」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項

1.　第21期（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）事業報告、連結計
算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.　第21期（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役11名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件

以　上

◎当日総会にご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場
合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://ir.gmocloud.com/）に掲載さ
せていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）
事　 業　 報　 告
(平成25年 1 月 1 日から)平成25年12月31日まで

1.　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策および日銀の金融政策へ
の期待から、円安と株高を背景に景気回復基調にあったものの、新興国市場の経済
成長の低下による輸出の伸び悩みや今後の消費税率変更による国内景気への影響等
の懸念材料を抱える不透明な状況にありました。

当社グループの事業分野であるインターネットサービス市場においては、市場規
模の拡大は続いているものの、競合企業の台頭や、新たなサービスの市場投入も続
いており、お客さまのサービス利活用の選定にはこれまで以上に厳しい目が向けら
れています。このような市場環境において、先進的な技術力だけではなく、お客さ
まのニーズを核にした付加価値の高いサービスを展開していくことが肝要であると
認識しております。

このような事業環境の中、ホスティングサービス事業においては、「新市場の開
拓」と「商品ブランド力の強化」を進めてまいりました。「新市場の開拓」におい
ては、市場拡大が見込まれるタイでのサービス展開を目指し、現地営業拠点として
合弁会社「GMO CLOUD (Thailand) Co., Ltd.」を設立いたしました。また、
「商品ブランド力の強化」においては、機動戦士ガンダムの「マチルダ中尉」をク
ラウド・ホスティングサービスブランド「GMOクラウド」のイメージキャラクタ
ーに採用し、商品訴求に取り組んでまいりました。

セキュリティサービス事業においては、引き続きグローバルでのシェア拡大を目
指して代理店数の増加、販路拡大を図ってまいりました。その一環としてロシアに
おいて現地法人を設立し、営業を開始する等積極的に事業展開を行ってまいりまし
た。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は10,014,513千円（前期比6.4％
増）、営業利益946,811千円（前期比2.6％減）、経常利益906,390千円（前期比
6.7％減）、当期純利益530,657千円（前期比1.4％増）となりました。

－ 2 －

事業の経過および成果
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　　セグメント別の概況は以下のとおりであります。
（ホスティングサービス事業）

2011年より開始したクラウドサービス(※１)ではサービスプランの改善、強化を
継続し、顧客数は2,500社を超える国内最大級のサービスとなっております。また
株式会社MM総研が実施した「ビジネスクラウド総合評価調査」において、当社ク
ラウドサービスが最高水準のAAAに選定されるなど、クラウドサービス市場関係者
より高い評価を得ております。また、商品サービスのリニューアルによる高機能化、
そしてオンラインゲーム開発エンジン「Photon Cloud」のように特定分野に特化
した付加価値の高いサービスを提供することで他社サービスとの差別化を図ってま
いりました。

しかし一方で、ホスティングサービス(※２)業界においては、サービス内容の高
機能化、価格競争が激しくなっております。このような厳しい事業環境下、当社サ
ービスにおいてもサービスの低価格化による平均単価の減少と、既存ホスティング
サービス、とりわけ共用サーバーや専用サーバーの会員数の減少の中で事業を推進
してまいりました。

以上の結果、当連結会計年度におけるホスティングサービス事業の売上高は
6,425,380千円（前期比2.9％減）、セグメント利益は451,662千円（前期比30.1％
減）となりました。

（セキュリティサービス事業）
セキュリティサービス事業においては、前期に引き続き、当連結会計年度におい

ても、日本・海外ともに順調に販売代理店を拡大してまいりました。とりわけ海外
市場においては、SSLサーバ証明書の発行枚数が全発行枚数の８割を超える等、セ
キュリティサービス事業の成長を牽引してまいりました。また、ロシアに現地法人
を設立し営業を開始する等、今後の成長が見込まれる新たな市場でのサービス提供
も引き続き行ってまいりました。

米国においては、業界向けセキュリティリサーチ情報専門誌であるInfo 
Security Products Guide（情報セキュリティガイド）の「情報セキュリティグロ
ーバルエクセレントアワード」における「SSL部門」にて金賞を受賞し、当事業の
サービスの革新性が評価されました。日本においては、ネット選挙におけるウェブ
サイトや電子メールのなりすまし被害を防止するための独自サービスの開発、提供
を開始し、多くの政党や国会議員の方々に採用いただいております。

以上の結果、当連結会計年度のセキュリティサービス事業の売上高は2,831,419
千円（前期比32.3％増）、セグメント利益は435,739千円（前期比59.3％増）とな
りました。

－ 3 －

事業の経過および成果
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（ソリューションサービス事業）
WEBソリューションサービスにおいては、ＧＭＯの冠名を付すことでグループブ

ランドの相乗効果を得るため、連結子会社であるコミュニケーションテレコム株式
会社をＧＭＯデジタルラボ株式会社に商号変更を行いました。また、静岡支店・金
沢支店を立ち上げ、国内５拠点の営業体制となりました。

スピード翻訳サービスにおいては、ASEAN５カ国の言語への翻訳サービスを開
始いたしました。また、料金改定を行い、完全従量課金に変更することで、より多
くのお客さまが翻訳サービスをご利用できる体制を構築いたしました。

以上の結果、当連結会計年度のソリューションサービス事業の売上高は869,776
千円（前期比10.1％増）、セグメント利益は18,530千円（前期比63.7％減）となり
ました。

※１　「クラウドサービス」とは、ホスティングサービスと同様にウェブサイト
の公開や電子メール、各種アプリケーションの利用等に必要なサーバー群
の機能を、インターネットに繋げた状態で貸し出すサービスです。月単位
の利用に応じて課金するホスティングサービスに比べて、分単位の利用に
応じて課金するサービスのため、利用時には用途に応じて必要なリソース
(CPU、メモリ、ディスク容量)を必要な時間だけ効率よく利用することが
できます。

※２　「ホスティングサービス」とは、ウェブサイトの公開や電子メール、各種
アプリケーションの利用等に必要なサーバー群の機能を、インターネット
に繋げた状態で貸し出すサービスのことです。お客さまが自己でサーバー
を運用する場合に比べて、専門的な知識が不要で、コストの削減、安定し
たサーバー運用が可能になりますので、サーバー運用になじみがないお客
さまにとりましても簡単にウェブサイト公開ができ、電子メール、各種ア
プリケーション（ショッピングカート、データベースソフト、グループウ
ェア等）を利用することができます。

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は704,541千円であり、その内訳
は次のとおりであります。
①　顧客サービス提供用設備投資 591,175千円
②　その他社内利用設備投資 113,365千円

－ 4 －

事業の経過および成果、設備投資の状況
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⑶　資金調達の状況
　記載すべき重要な事項はありません。

⑷　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　記載すべき重要な事項はありません。

⑸　他の会社の事業の譲受けの状況
　記載すべき重要な事項はありません。

⑹　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑺　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　記載すべき重要な事項はありません。

－ 5 －

資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受の状況、吸収合併または吸収分
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たは処分の状況
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⑻　対処すべき課題
当社グループが属するインターネット業界での国内外の競争が激化する中にあって、

安定した収益を確保し続けるために、次のような課題に重点を置いて企業価値の増大
を図る所存であります。
①　サービスの拡充

当社グループは、世界の法人・事業者の皆さまに対して、「満足と喜び」を実感
していただけるサービスを提供し続けることを使命としており、お客さまのニーズ
に応えた新サービスの提供が不可欠であると認識しております。

また、常にお客さまのニーズをくみとり、自社開発だけでなく各分野のリーダー
企業との提携を積極的に行うことにより、サービス開発にかかる期間を短縮し、コ
スト効率を向上させながら、他社とは差別化されたサービスの提供を行ってまいり
ます。

②　技術開発に対する投資
当社グループは、技術開発が競争力の根幹であるとの認識の下、なお一層信頼で

きる使いやすいサービスを提供するため、システムの自動化・システムの安定性・
システムの拡張性等に課題を置いた技術開発を行ってまいります。

③　人材の育成および確保
ホスティングサービス事業、セキュリティサービス事業およびソリューションサ

ービス事業は、技術革新とマーケットの拡大が同時進行しており、優秀な人材の確
保と人材の継続的な育成が、重要な課題であると考えております。当社グループで
は、引き続き優秀な人材の確保に努めるとともに、実力本位の人事処遇制度の確立
と人材育成サイクルの確立に、なお一層取り組んでまいります。

④　新規事業への投資
当社グループが属するインターネットサービス業界は、まだまだ成長余地の大き

い領域であると認識しております。当社グループは、ホスティングサービスおよび
セキュリティサービスにこれまで注力してまいりましたが、既存の事業基盤とシナ
ジーが生まれる新規事業の研究・開発への投資を積極的に行い、企業価値の拡大に
努めてまいります。当社グループでは、自社内で新規事業の研究・開発を行ってお
りますが、新規事業開発のスピードおよび効率性を重視して、付加価値の高い企業
との提携、M&Aによる展開を図ることも、企業価値の増大に対しての重要な課題
と認識しております。

⑤　管理体制の充実
当社グループは、既存事業の急激な成長および新規事業への積極的な投資を行う

一方で、リスク管理体制・法令遵守体制を充実させ、会社の成長と経営管理のバラ
ンスの取れた組織運営体制の一層の確立が、重要な課題と考えております。

当社グループは、今後ともホスティングサービスおよびセキュリティサービスの分
野で圧倒的な一番となるとともに、お客さまの笑顔と感動を創造し、社会と人々に貢
献できる企業となるべく、全社総力をあげて取り組んでまいります。

株主の皆さまにおかれましては、引き続き格別のご支援とご協力を賜りますようお
願い申しあげます。

－ 6 －

対処すべき課題
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⑼　財産および損益の状況の推移
①　企業集団の財産および損益の状況の推移

項目 第18期
平成22年12月期

第19期
平成23年12月期

第20期
平成24年12月期

第21期
(当連結会計年度)
平成25年12月期

売 上 高 (千円) 8,333,707 9,029,256 9,409,272 10,014,513
営 業 利 益 (千円) 1,064,909 761,020 971,975 946,811
経 常 利 益 (千円) 1,069,191 794,025 971,763 906,390
当 期 純 利 益 (千円) 681,038 377,957 523,255 530,657
１株当たり当期純利益 (円) 5,859.72 3,257.50 4,503.33 4,558.24
総 資 産 (千円) 6,675,580 6,748,328 7,549,899 8,292,208
純 資 産 (千円) 3,961,357 3,999,126 4,437,109 5,169,810
１株当たり純資産額 (円) 33,770.35 34,444.60 38,037.96 43,683.60

（注）1.　１株当たり当期純利益は、期中平均株式数（自己株式を除く）に基づき算出
しております。

2.　１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式を除く）に基づき算
出しております。

②　当社の財産および損益の状況の推移

項目 第18期
平成22年12月期

第19期
平成23年12月期

第20期
平成24年12月期

第21期
(当　期)

平成25年12月期
売 上 高 (千円) 5,230,682 5,082,479 4,975,872 4,820,637
営 業 利 益 (千円) 747,908 374,269 381,802 285,352
経 常 利 益 (千円) 815,335 498,950 458,839 347,791
当 期 純 利 益 (千円) 525,502 311,603 272,602 206,222
１株当たり当期純利益 (円) 4,521.47 2,685.61 2,346.12 1,771.41
総 資 産 (千円) 6,148,104 6,161,429 6,483,069 6,520,348
純 資 産 (千円) 4,744,386 4,822,583 4,882,240 4,883,166
１株当たり純資産額 (円) 40,890.37 41,564.33 41,937.53 41,945.48

（注）1.　１株当たり当期純利益は、期中平均株式数（自己株式を除く）に基づき算出
しております。

2.　１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式を除く）に基づき算
出しております。

－ 7 －

財産および損益の状況の推移
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⑽　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社との関係

　当社の親会社は、ＧＭＯインターネット株式会社で、同社は当社の株式59,669株
を保有しており、その議決権比率は51.3％であります。
　なお、当社とＧＭＯインターネット株式会社との営業上の取引は、ホスティング
サービスのＯＥＭ供給およびドメインの仕入取引等があります。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

GMO CLOUD AMERICA INC. US$504,400 100.0％ ホスティングサービス事業

ＧＭＯビジネスサポート株式会社 43,000千円 100.0％ ホスティングサービス事業

アイティーネクストホールディングス株式会社 10,000千円 100.0％ ホスティングサービス事業

ＧＭＯクラウドＷＥＳＴ株式会社 50,000千円 －％
(100.0％) ホスティングサービス事業

GMO CLOUD Pte.Ltd. SG$800,000 100.0％ ホスティングサービス事業

ＧＭＯグローバルサイン株式会社 356,640千円 89.8％ セキュリティサービス事業

GMO GlobalSign Ltd. ￡1,093,236 －％
(100.0％) セキュリティサービス事業

GMO GlobalSign, Inc. US$750,000 －％
(100.0％) セキュリティサービス事業

GlobalSign NV €3,728,311 －％
(100.0％) セキュリティサービス事業

GMO GlobalSign Pte.Ltd. SG$4,190,450 －％
(100.0％) セキュリティサービス事業

株式会社トリトン 9,000千円 －％
(100.0％) セキュリティサービス事業

ＧＭＯスピード翻訳株式会社 30,000千円 70.0％ ソリューションサービス事業

ＧＭＯデジタルラボ株式会社 34,550千円 100.0％ ソリューションサービス事業

株式会社シーエムティ 9,000千円 －％
(100.0％) ソリューションサービス事業

株式会社ＤＩＸ 25,000千円 100.0％ ソリューションサービス事業

（注）１.　GMO GlobalSign Ltd.、GMO GlobalSign, Inc.、GMO GlobalSign 
Pte.Ltd.および株式会社トリトンの「当社の議決権比率」の（　）内の数値
は、ＧＭＯグローバルサイン株式会社の議決権比率であります。
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２.　GlobalSign NVの「当社の議決権比率」の（　）内の数値は、ＧＭＯグロ
ーバルサイン株式会社およびGMO GlobalSign Ltd.の議決権比率であり
ます。

３.　株式会社シーエムティの「当社の議決権比率」の（　）内の数値は、ＧＭＯ
デジタルラボ株式会社の議決権比率であります。

４.　ＧＭＯクラウドＷＥＳＴ株式会社の「当社の議決権比率」の（　）内の数値
は、アイティーネクストホールディングス株式会社の議決権比率でありま
す。

５.　平成25年３月１日付でコミュニケーションテレコム株式会社は、ＧＭＯデジ
タルラボ株式会社に商号を変更しております。

６.　前連結会計年度末において非連結子会社であったGMO CLOUD Pte.Ltd.
は、重要性が増したため当連結会計年度より連結子会社となりました。

⑾　主要な事業内容（平成25年12月31日現在）
　ホスティングサービスと、電子証明書発行サービスを中心とするセキュリティサー
ビスを主要な事業としております。

⑿　主要な事業所（平成25年12月31日現在）
①　当社の主要な事業所

本社 東京都渋谷区桜丘町26番１号セルリアンタワー
②　子会社の事業所

GMO CLOUD AMERICA INC. 米国 カリフォルニア州
ＧＭＯビジネスサポート株式会社 山口県 下関市
アイティーネクストホールディングス株式会社 大阪府 大阪市北区
ＧＭＯクラウドＷＥＳＴ株式会社 大阪府 大阪市北区
ＧＭＯグローバルサイン株式会社 東京都 渋谷区
GMO CLOUD Pte.Ltd. シンガポール
GMO GlobalSign Ltd. 英国 ケント州
GMO GlobalSign, Inc. 米国 ニューハンプシャー州
GlobalSign NV ベルギー フラームス・ブラバント州
GMO GlobalSign Pte.Ltd. シンガポール
株式会社トリトン 神奈川県 鎌倉市
ＧＭＯスピード翻訳株式会社 東京都 渋谷区
ＧＭＯデジタルラボ株式会社 北海道 札幌市中央区
株式会社シーエムティ 北海道 札幌市中央区
株式会社ＤＩＸ 東京都 渋谷区
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⒀　従業員の状況（平成25年12月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数
ホ ス テ ィ ン グ サ ー ビ ス 事 業 224人 （19人）
セ キ ュ リ テ ィ サ ー ビ ス 事 業 161人 （　4人）
ソ リ ュ ー シ ョ ン サ ー ビ ス 事 業 87人 （　0人）
全 社 ( 共 通 ) 24人 （　1人）

合 計 496人 （24人）
（注）１．従業員数の（　）は、臨時従業員の年間平均雇用人数であり、外数でありま

す。
２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分で

きない管理部門（内部監査グループ、社長室、コーポレート部）に所属して
いる従業員数であります。

②　当社の従業員の状況

従　業　員　数 前期末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

174人（6人） ９人減（18人減） 36.7歳 5.8年
（注）従業員数の（　）は、臨時従業員の年間平均雇用人数であり、外数であります。

⒁　主要な借入先（平成25年12月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高(千円)

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 42,800

⒂　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 10 －
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2.　会社の株式に関する事項（平成25年12月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 343,600株
⑵　発行済株式の総数 116,930株
⑶　株主数 7,456名（前期末比1,642名増）
⑷　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

GMOインターネット株式会社 59,669 51.3
株式会社あおやま 6,069 5.2
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 4,700 4.0
青山　満 2,957 2.5
中条　一郎 2,700 2.3
水谷　量材 1,197 1.0
マイクロソフト株式会社 1,114 1.0
堀江　豊 794 0.7
資産管理サービス信託銀行株式会社 787 0.7
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 608 0.5

（注）比率の算出は、自己株式（513株）を控除して行っております。
⑸　その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

3.　会社の新株予約権等に関する事項（平成25年12月31日現在）
⑴　当社役員が保有している新株予約権の状況

　該当事項はありません。

⑵　当該事業年度中の新株予約権交付の状況
　該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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4.　会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の氏名等（平成25年12月31日現在）
会社における地位 氏　　名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 熊 谷 正 寿
GMOインターネット㈱代表取締役会長兼社長　グループ代表
㈱paperboy&co.取締役会長
GMOペイメントゲートウェイ㈱取締役会長
GMOアドパートナーズ㈱取締役会長

代表取締役社長 青 山 　 満 GMOインターネット㈱取締役
GMOスピード翻訳㈱取締役会長

取締役副社長 中 条 一 郎 セキュリティサービス事業統括兼マーケティング部門統括
GMOグローバルサイン㈱代表取締役社長

常 務 取 締 役 田 中 康 明 ㈱DIX代表取締役社長
GMO CLOUD (Thailand) Co., Ltd. President & CEO

常 務 取 締 役 閑 野 倫 有 ソリューションサービス事業統括兼コーポレート部門統括
取 締 役 唐 澤 　 稔 技術部門統括

取 締 役 山 田 裕 一 マーケティング部長
GMOデジタルラボ㈱代表取締役社長

取 締 役 安 田 昌 史

GMOインターネット㈱専務取締役　グループ代表補佐　グループ管理部門統括
GMOペイメントゲートウェイ㈱社外監査役
㈱paperboy&co.社外監査役
GMOアドパートナーズ㈱社外取締役
GMOクリック証券㈱社外取締役

取 締 役 伊 藤 　 正 GMOインターネット㈱専務取締役　グループインフラ部門統括　事業本部長
㈱paperboy&co.社外取締役

常 勤 監 査 役 深 山 智 房 ―――――――

監 査 役 稲 葉 幹 次 GMOインターネット㈱相談役
GMOアドパートナーズ㈱社外監査役

監 査 役 佐 藤 明 夫

弁護士
インフォテリア㈱社外監査役
㈱ポーラ・オルビスホールディングス社外監査役
GMOペイメントゲートウェイ㈱社外取締役
GMOクリックホールディングス㈱社外取締役
㈱東京都民銀行社外監査役

（注）1.　取締役安田昌史氏および取締役伊藤正氏は、社外取締役であります。
2.　監査役稲葉幹次氏および監査役佐藤明夫氏は、社外監査役であります。
3.　監査役佐藤明夫氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており

ます。

－ 12 －
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⑵　取締役および監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支給総額(千円)

取 締 役 ６人 165,852
監 査 役 ２人 15,600

合 計 ８人 181,452
（注）1.　取締役の使用人兼務分給与はありません。

2.　期末現在の役員の数と上記報酬支給人員数とに相違がありますが、これは、
親会社から派遣される非常勤役員について、無報酬としていることによるも
のであります。

⑶　社外役員に関する事項
①　他の会社の重要な兼職の状況

区　分 氏 名 兼 職 先 当 社 と 兼 職 先
と の 関 係

社外取締役 安 田 昌 史

GMOインターネット㈱専務取締役　グループ代表補佐　グループ管理部門統括
GMOペイメントゲートウェイ㈱社外監査役
㈱paperboy&co.社外監査役
GMOアドパートナーズ㈱社外取締役
GMOクリック証券㈱社外取締役

親会社
親会社の子会社
親会社の子会社
親会社の子会社
親会社の子会社

社外取締役 伊 藤 　 正 GMOインターネット㈱専務取締役　グループインフラ部門統括　事業本部長
㈱paperboy&co.社外取締役

親会社
親会社の子会社

社外監査役 稲 葉 幹 次 GMOインターネット㈱相談役
GMOアドパートナーズ㈱社外監査役

親会社
親会社の子会社

社外監査役 佐 藤 明 夫

インフォテリア㈱社外監査役
㈱ポーラ・オルビスホールディングス社外監査役
GMOペイメントゲートウェイ㈱社外取締役
GMOクリックホールディングス㈱社外取締役
㈱東京都民銀行社外監査役

親会社の子会社
親会社の子会社

－ 13 －
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②　当該事業年度における主な活動状況
区　分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 安 田 昌 史
当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回に出
席し、GMOインターネット㈱の役員としての豊富な経
験に基づく発言に加え、公認会計士としての専門的見地
からの発言を行っております。

社外取締役 伊 藤 　 正
平成25年３月22日就任以降に開催された取締役会13回
のうち10回に出席し、GMOインターネット㈱の役員と
しての豊富な経験に基づく発言を行っております。

社外監査役 稲 葉 幹 次

当事業年度に開催された取締役会16回のうち11回と、当
事業年度に開催された監査役会12回のうち８回に出席
し、GMOインターネット㈱の元役員としての豊富な経
験に基づき、取締役の職務の執行および取締役会におけ
る意思決定過程が適正であるかどうか等について、必要
に応じ発言を行っております。

社外監査役 佐 藤 明 夫

当事業年度に開催された取締役会16回のうち14回と、当
事業年度に開催された監査役会12回のうち10回に出席
し、社外役員の豊富な経験に基づく発言に加え、弁護士
としての専門的見地から取締役の職務の執行および取締
役会における意思決定過程が適正であるかどうか等につ
いて、必要に応じ発言を行っております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第30条の規定
に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

③　社外役員の報酬等の総額および当社の親会社または当該親会社の子会社から当該
事業年度に役員として受けた報酬等の額

人　数 報酬等の額

社外役員の報酬等の総額等 １人 3,600千円
親会社または当該親会社の子会社からの役員報酬等 ３人 98,739千円

5.　会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円
当社および当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 26,100千円
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(注)当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区
分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

⑶　非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監

査業務）である国際財務報告基準（IFRS）に関する助言・指導業務及びBCP(事業継
続計画)に関する助言業務についての対価を支払っております。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または監査役会の請求に基づいて、会計
監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお
いて、解任の旨およびその理由を報告いたします。

6.　会社の体制および方針
　業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保する体制」につ
いて、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
①　基本方針策定にあたっての考え方

当社グループは、「インターネットの両端を笑顔で結ぶ」というコーポレートキ
ャッチの下、世界の法人・事業者の皆様に対して、売上向上・経営効率化等を図る
ネットビジネス上のシステムを提供し、「満足と喜び」を実感していただけるサー
ビスを提供し続けることを使命とする。
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この使命を実現するために、適正な業務執行のための体制を整備し、運用して行
くことが重要な経営の責務であると認識し、以下の内部統制システム基本方針を定
めるとともに、今後とも社会・経済情勢その他の環境の変化に応じ不断の見直しを
行い、その改善・充実に努める。

②　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた
めの体制

イ．法令および定款等の遵守体制の実効性を確保するため、社長を責任者とする内
部統制委員会を設置する。内部統制委員会は、内部統制に関する諸活動（①計画、
教育・研修・リスク評価等の審議・決定、②内部統制に関する各種規定・文書の
審査・決定、③内部統制の有効性の改善に関する事項の審議・決定、等）を推進
し、管理する。

ロ．内部統制委員長に任命された取締役は、内部統制システムの整備状況を定期的
に（年１回）常勤取締役等で構成される幹部会議に報告する。また、内部統制に
関する重要な欠陥が発見された場合は、ただちに幹部会議に報告するとともに、
随時、取締役会に報告する。

ハ．GMOインターネットグループ全体で運用している「GMOグループヘルプライ
ン制度」へ参加することにより、使用人または取締役の職務の執行が法令・定款
に適合していない事実を発見した者が、第三者（GMOグループヘルプライン事
務局）へ通報できる体制を整備する。また、顧客からのクレーム等が担当者や担
当部署だけではなく、取締役および業務の執行に責任を有する使用人に同時に通
報されるシステムを採用し、トップマネジメント層が使用人または取締役の職務
の執行が法令・定款に適合していない事実を、迅速に把握できる環境を確保する。

ニ．社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係・取引・交渉
をせず、また利用しないことを基本方針とし、反社会的勢力から不当要求を受け
た場合には、組織全体で毅然とした態度で臨み、反社会的勢力による被害の防止
に努める。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
イ．取締役の職務の執行は、法令・定款のほか取締役会規程、組織規程、業務分掌

規程、職務権限規程等に基づいて行われ、その職務の執行に係る情報は、稟議規
程、取締役会規程等に基づき稟議書または取締役会議事録等に記録され、その記
録の保存・管理は、文書管理規程等に基づいて行われるものとする。

ロ．文書管理担当者は、監査役または内部監査担当者から取締役の職務の執行に係
る情報について閲覧・謄写を請求された場合は、積極的に協力しなければならな
い。

－ 16 －
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④　損失の危機の管理に関する規程その他の体制
イ．内部監査部署として内部監査グループを社長直轄下に設置し、内部監査グルー

プチーフを内部監査責任者とする。
ロ．内部監査担当者は、内部監査の実施にあたって、法令・定款はもとより経理規

程、取引先管理規程、個人情報保護規程等の遵守状況を監査し、損失の危機の有
無を確認しなければならない。

ハ．内部監査の実施により法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危機のある
業務執行行為が発見された場合には、内部監査担当者は直ちに内部監査責任者に
通報し、内部監査責任者は発見された危機の内容およびそれがもたらす損害の程
度等について、常勤取締役等で構成される幹部会議に報告する。

⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制
イ．組織規程、業務分掌規程、職務権限規程等に基づいて各取締役の担当職務を明

確化するとともに、毎期の事業計画に基づいて各取締役の業績目標または予算目
標を作成し、その職務執行結果を360度評価法により評価する。

ロ．常勤取締役間の情報共有を図り、意思決定の迅速化と職務執行の効率化に資す
るため、毎週１回、常勤取締役等で構成される幹部会議を開催する。

⑥　財務報告の信頼性を確保するための体制
イ．適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関

する規程を定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制準備と有効性向上を
図る。

ロ．内部監査部署は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。監査を受けた
部署は、是正、改善の必要があるときは、その対策を講じる。

⑦　株式会社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正
を確保するための体制

イ．子会社および関連会社（以下、「子会社等」という。）の業務執行管理は、関
連会社管理規程に基づいて行われるものとし、コーポレート部門統括取締役が管
掌する。

ロ．コーポレート部門統括取締役は、当社および子会社間の情報共有を図り、子会
社等の業務の適正を確保するため、毎月１回、財務報告を確認するとともに、各
子会社等の取締役会等に出席するものとする。

ハ．コーポレート部門統括取締役は、当社と親会社および子会社等との間における
不適切な取引または会計処理を防止するため、四半期毎の会計監査人による会計
監査に立ち会うとともに、必要に応じて子会社等の業務監査を行うものとする。
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⑧　監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する体制
監査役会において監査役の職務を補助すべき使用人を求める決議がされた場合は、

人事担当取締役は速やかに当該使用人候補を選定し、常勤監査役の同意を得ること
とする。

⑨　監査役の補助をすべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役の補助をすべき使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人

の任命、異動、人事評価等の人事権の係る事項の決定は、事前に常勤監査役の同意
を得ることとする。

⑩　取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制

イ．監査役が重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握できるようにする
ため、取締役会はもとより幹部会議などの重要会議は、常勤監査役出席のもとに
開催されるものとする。

ロ．取締役および業務の執行に責任を有する使用人は、当社もしくは子会社等に著
しい損害を及ぼすおそれのある事実や、これらの会社において法令・定款に違反
する重大な事実が発生する可能性もしくは発生した場合は、速やかに監査役に対
して報告しなければならない。

⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役による監査の実効性・効率性を確保するため、会計監査人による監査結

果報告は、監査役出席のもとに開催されるものとする。また、内部監査に係る書
類は、監査役に回覧されるものとする。

ロ．取締役および業務の執行に責任を有する使用人は、監査役から説明を求められ
たり、重要な決裁書類等の閲覧・謄写を請求された場合は、積極的に協力しなけ
ればならない。

7.　株式会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

（注）本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示してお
ります。
また、比率等は、表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成25年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 4,912,169 流  動  負  債 2,660,612

現 金 及 び 預 金 3,328,581 買 掛 金 245,594
売 掛 金 1,117,062 １年以内返済予定の長期借入金 42,800
前 払 費 用 179,384 未 払 金 418,942
繰 延 税 金 資 産 162,892 リ ー ス 債 務 188,835
そ の 他 148,565 未 払 法 人 税 等 118,381
貸 倒 引 当 金 △24,317 未 払 消 費 税 等 66,329

前 受 金 1,449,099
賞 与 引 当 金 3,079

固 定 資 産 3,380,039 役 員 賞 与 引 当 金 12,597
有 形 固 定 資 産 1,091,513 販 売 促 進 引 当 金 2,728
建 物 31,224 そ の 他 112,223
工具、器具及び備品 477,267 固 定 負 債 461,785
リ ー ス 資 産 583,021 リ ー ス 債 務 413,772

繰 延 税 金 負 債 17,796
無 形 固 定 資 産 848,206 そ の 他 30,216
の れ ん 365,989
ソ フ ト ウ ェ ア 383,381 負 債 合 計 3,122,397
そ の 他 98,834 純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,913,769
投資その他の資産 1,440,319 資 本 金 916,900
投 資 有 価 証 券 914,244 資 本 剰 余 金 1,005,648
関 係 会 社 株 式 158,517 利 益 剰 余 金 3,030,157
匿 名 組 合 出 資 金 97,758 自 己 株 式 △38,936
長 期 前 払 費 用 19,561 その他の包括利益累計額 171,744
敷 金 ・ 保 証 金 133,687 その他有価証券評価差額金 8,440
繰 延 税 金 資 産 41,325 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,255
そ の 他 75,224 為替換算調整勘定 162,048

少 数 株 主 持 分 84,296
純 資 産 合 計 5,169,810

資 産 合 計 8,292,208 負 債 純 資 産 合 計 8,292,208
　（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 10,014,513
売 上 原 価 4,067,201

売 上 総 利 益 5,947,311
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,000,500

営 業 利 益 946,811
営 業 外 収 益

受 取 利 息 15,898
匿 名 組 合 投 資 利 益 515
そ の 他 4,733 21,148

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,673
為 替 差 損 44,848
そ の 他 47 61,568

経 常 利 益 906,390
特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 20,992 20,992
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 3,353
減 損 損 失 8,668
投 資 有 価 証 券 評 価 損 68,546 80,568

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 846,814
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 344,983
法 人 税 等 調 整 額 △90,115 254,867
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 591,947
少 数 株 主 利 益 61,289
当 期 純 利 益 530,657

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 916,900 1,005,648 2,709,332 △38,936 4,592,944
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △209,550 △209,550
当期純利益 530,657 530,657
連 結 範 囲 の 変 動 △281 △281
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － 320,824 － 320,824
当 期 末 残 高 916,900 1,005,648 3,030,157 △38,936 4,913,769

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

その他の包括利
益 累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 2,573 5,740 △172,993 △164,679 8,844 4,437,109
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △209,550
当期純利益 530,657
連 結 範 囲 の 変 動 △281
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 5,867 △4,485 335,041 336,424 75,452 411,876

当期変動額合計 5,867 △4,485 335,041 336,424 75,452 732,701
当 期 末 残 高 8,440 1,255 162,048 171,744 84,296 5,169,810

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記
　　該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　　　　　15社
連結子会社の名称

GMO CLOUD AMERICA INC.
ＧＭＯビジネスサポート株式会社
アイティーネクストホールディングス株式会社
ＧＭＯクラウドＷＥＳＴ株式会社
GMO CLOUD Pte.Ltd.
ＧＭＯグローバルサイン株式会社
GMO GlobalSign Ltd.
GMO GlobalSign, Inc.
GlobalSign NV
GMO GlobalSign Pte. Ltd.
株式会社トリトン
ＧＭＯスピード翻訳株式会社
ＧＭＯデジタルラボ株式会社
株式会社シーエムティ
株式会社ＤＩＸ
上記のうち、GMO CLOUD Pte.Ltd.については、重要性が増したため当連

結会計年度より連結の範囲に含めることといたしました。
②　非連結子会社の名称

環璽信息科技（上海）有限公司
GMO GLOBALSIGN INC.
GMO GlobalSign Certificate Services Private Limited
GMO GlobalSign Russia
GMO CLOUD (Thailand) Co., Ltd.

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結及び持分法の適用の範囲から除いております。
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⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない関連会社の名称

Vietnam Digital Signature Authentication Corporation (V-SIGN）
（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法
の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ)子会社株式………………総平均法による原価法
ⅱ)満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）
ⅲ)その他有価証券

時価のないもの…………移動平均法による原価法
匿名組合出資金…………
の会計処理

匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相
当額を「匿名組合出資金」として計上しております。匿
名組合の出資時に「匿名組合出資金」を計上し、匿名組
合が獲得した純損益の持分相当額については、営業外損
益に計上するとともに同額を「匿名組合出資金」に加減
する処理を行っております。

ⅳ)デリバティブ……………時価法
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産除く）
　当社及び国内子会社については、定率法（ただし、建物（附属設備を除
く）については定額法）を採用し、在外子会社については、定額法を採用
しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
工具、器具及び備品　　　　　　２～６年

無形固定資産（リース資産除く）
　定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用）について
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま
す。

リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。
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③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内

子会社の一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。海外子
会社については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

賞与引当金 ：従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上しております。

役員賞与引当金 ：役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給
見込額に基づき計上しております。

販売促進引当金 ：販売促進を目的として行うキャンペーンにより発生す
るキャッシュバックの支出に充てるため、将来発生見
込額を販売促進引当金として計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は連
結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に
より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少
数株主持分に含めて計上しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
ⅰ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
ⅱ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約取引
ヘッジ対象　外貨建の買掛金

ⅲ）ヘッジ方針
社内管理規程に基づき為替変動によるリスクを回避するためにデリバ

ティブ取引を利用しております。
ⅳ）ヘッジ有効性の評価

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎期末に個別毎のヘッジ効果を
検証しております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
のれん及び負ののれんの償却については、20年以内の合理的な期間により均

等償却を行っております。ただし、金額が僅少なものについては発生時一括償
却をしております。

⑦　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法………消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税及び地方消費税
は、当連結会計年度の費用として処理しており
ます。
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３．会計方針の変更に関する注記
減価償却方法の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成
25年１月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減
価償却方法に変更しております。なお、この変更による当連結会計年度の営業利益、
経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 1,192,529千円
⑵　担保に供する資産及びこれに対応する債務

①　担保に供している資産 　定期預金 20,000千円
計 20,000千円

②　上記に対する債務 　買掛金 6,667千円
計 6,667千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 116,930株
⑵　配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成25年３月22日 普通株式 209,550 1,800 平成24年12月31日 平成25年３月25日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成26年３月18日 普通株式 221,192 利益剰余金 1,900 平成25年12月31日 平成26年３月19日

（注）　平成26年３月18日開催予定の定時株主総会に付議しております。

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達は

原則として自己資金で賄い、必要に応じ銀行等金融機関からの借入とする方針
であります。デリバティブ取引については、後述するリスクを回避するために
利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　　　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。投資有価証

券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に財務状況等を把握
しています。また、匿名組合出資金は、営業者の行う事業の業績に伴うリスク
を有しております。
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　　　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが一年以内の支払期日で
あり、一部は外貨建てのため為替相場変動リスクに晒されておりますが、必要
に応じて為替予約を利用してヘッジしております。これら営業債務は、流動性
リスクに晒されています。また、長期借入金は主に運転資金の資金調達を目的
としたものであり、返済期間は最長で決算日後９ヶ月であります。

　　　デリバティブ取引は、外貨建ての金銭債務に係る為替相場変動リスクに対す
るヘッジを目的とした為替予約取引であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信・債権管理規程に従い、事業部門並びに管理部門
が取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことにより、財務状況の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。デリバティブ取引
については、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

ⅱ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債務に係る為替相場変動リスクを抑制
するために、為替予約を利用しております。

ⅲ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いが実行できなくなるリ
スク）の管理

　当社グループは、適時に資金繰計画を作成、更新するとともに、手元流
動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価
額が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成25年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは、次表に含まれておりません((注2)を参照)。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

⑴　現金及び預金 3,328,581 3,328,581 －
⑵　売掛金 1,092,744 1,092,744 －
⑶　投資有価証券 710,690 721,335 10,645
⑷　敷金・保証金 133,687 123,230 △10,456

資産計 5,265,703 5,265,891 188
⑴　買掛金 245,594 245,594 －
⑵　未払金 418,942 418,942 －
⑶　未払法人税等 118,381 118,381 －
⑷　未払消費税等 66,329 66,329 －
⑸　長期借入金（※1） 42,800 42,829 29
⑹　リース債務（※2） 602,607 603,973 1,365

負債計 1,494,657 1,496,051 1,394
デリバティブ取引（※3） 2,024 2,024 －

（※1）長期借入金の中には１年以内返済予定の長期借入金も含まれております。
（※2）リース債務の中には１年以内返済予定のリース債務も含まれております。
（※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合

計で正味の債務となる項目については（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　　資　産

⑴　現金及び預金、⑵　売掛金
　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
　投資有価証券のうち、満期保有目的の債券についての時価は、市場価格のあ
るものについては、取引金融機関等から提示された価格によっております。市
場価格のないものについては、利息は変動金利であり、短期間で市場金利を反
映し、また、発行会社の信用状況は取得後と大きく異なっていないことから、
時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており
ます。
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⑷　敷金・保証金
　敷金・保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切
な指標で割り引いた現在価値により算定しております。

　　負　債
⑴　買掛金、⑵　未払金、⑶　未払法人税等、⑷　未払消費税等

　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額によっております。

　　⑸　長期借入金、⑹　リース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価は、為替予約等の予定取引における当期末時点の評価差
額によるものであります。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式（※） 248,354
投資有価証券（※） 113,717
匿名組合出資金（※） 97,758

（※）非上場株式、匿名組合出資金及び投資有価証券の一部については、市場価格がな
く、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、時価開示の対象
としておりません。

（注3）金融債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

現金及び預金 3,328,581 － － －
売掛金 1,117,062 － － －
投資有価証券
　満期保有目的の債券 － 700,000 － －
　その他有価証券の
　うち満期のあるもの － － － 50,000

合計 4,445,643 700,000 － 50,000
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（注4）長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

長期借入金 42,800 － － －
リース債務 188,835 413,772 － －

合計 231,635 413,772 － －

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 43,683円60銭
⑵　１株当たり当期純利益 4,558円24銭

８．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成25年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流  動  資  産 1,482,627 流  動  負  債 1,205,478

現 金 及 び 預 金 804,671 買 掛 金 49,817
売 掛 金 487,861 リ ー ス 債 務 185,424
未 収 入 金 1,886 未 払 金 204,854
1年 内 回 収 予 定 の 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 115,000 未 払 費 用 16,178
前 払 費 用 54,659 前 受 金 667,624
立 替 金 11,171 預 り 金 15,621
繰 延 税 金 資 産 21,005 未 払 法 人 税 等 31,026
そ の 他 6,049 未 払 消 費 税 等 17,869
貸 倒 引 当 金 △19,679 販 売 促 進 引 当 金 2,728

固  定  資  産 5,037,721 そ の 他 14,334
有 形 固 定 資 産 745,462 固  定  負  債 431,703
建 物 7,220 リ ー ス 債 務 412,901
工具、器具及び備品 159,243 資 産 除 去 債 務 18,802
リ ー ス 資 産 578,998 負 債 合 計 1,637,181

無 形 固 定 資 産 119,168 純 資 産 の 部
の れ ん 4,574 株 主 資 本 4,873,281
商 標 権 260 資 本 金 916,900
電 話 加 入 権 2,343 資 本 剰 余 金 1,005,648
ソ フ ト ウ ェ ア 111,991 資 本 準 備 金 1,005,648

投資その他の資産 4,173,089 利 益 剰 余 金 2,989,669
投 資 有 価 証 券 249,276 利 益 準 備 金 300
関 係 会 社 株 式 2,022,464 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,989,369
匿 名 組 合 出 資 金 97,748 別 途 積 立 金 400
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,720,000 繰 越 利 益 剰 余 金 2,988,969
保 険 積 立 金 14,172 自 己 株 式 △38,936
長 期 前 払 費 用 12,499 評価・換算差額等 9,885
敷 金 ・ 保 証 金 36,218 その他有価証券評価差額金 8,629
繰 延 税 金 資 産 20,708 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,255
そ の 他 1 純 資 産 合 計 4,883,166
資 産 合 計 6,520,348 負 債 純 資 産 合 計 6,520,348

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,820,637

売 上 原 価 2,657,161

売 上 総 利 益 2,163,475

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,878,123

営 業 利 益 285,352

営 業 外 収 益

受 取 利 息 46,138

受 取 配 当 金 34,400

匿 名 組 合 投 資 利 益 515

そ の 他 2,846 83,900

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,655

為 替 差 損 6,805

そ の 他 0 21,461

経 常 利 益 347,791

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,702

減 損 損 失 8,668 11,371

税 引 前 当 期 純 利 益 336,420

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 124,773

法 人 税 等 調 整 額 5,424 130,198

当 期 純 利 益 206,222
（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 916,990 1,005,648 1,005,648 300 400 2,992,297
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △209,550
当 期 純 利 益 206,222
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当期変動額合計 － － － － － △3,328
当 期 末 残 高 916,900 1,005,648 1,005,648 300 400 2,988,969

株主資本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産
合 計

利益剰余金
自己株式 株 主 資 本

合 計
その他有価
証券評価差
額 金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

評価・換算
差額等合計利益剰余金

合 計
当 期 首 残 高 2,992,997 △38,936 4,876,609 △109 5,740 5,631 4,882,240
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △209,550 △209,550 △209,550
当 期 純 利 益 206,222 206,222 206,222
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) 8,739 △4,485 4,253 4,253

当期変動額合計 △3,328 － △3,328 8,739 △4,485 4,253 925
当 期 末 残 高 2,989,669 △38,936 4,873,281 8,629 1,255 9,885 4,883,166

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記
　　該当事項はありません。

２．重要な会計方針
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

ⅰ)子会社株式 ……………… 総平均法による原価法
ⅱ)その他有価証券

時価のないもの ………… 移動平均法による原価法
匿名組合出資金 …………
の会計処理

匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分
相当額を「匿名組合出資金」として計上しております。
匿名組合の出資時に「匿名組合出資金」を計上し、匿
名組合が獲得した純損益の持分相当額については、営
業外損益に計上するとともに同額を「匿名組合出資
金」に加減する処理を行っております。

ⅲ)デリバティブ …………… 時価法
⑵　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産除く）
　　　　　　：建物（建物附属設備を除く）については定額法

上記以外については定率法
無形固定資産（リース資産除く）
　　　　　　：定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産　：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ
ております。

⑶　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。
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⑷　引当金の計上基準
貸倒引当金　　：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

販売促進引当金：販売促進を目的として行うキャンペーンにより発生するキャ
ッシュバックの支出に充てるため、将来発生見込額を販売促
進引当金として計上しております。

⑸　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　為替予約取引
　ヘッジ対象　外貨建の買掛金

③　ヘッジ方針
　社内管理規程に基づき為替変動によるリスクを回避するためにデリバティブ
取引を利用しております。

④　ヘッジ有効性の評価
　ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎期末に個別毎のヘッジ効果を検証し
ております。

⑹　消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税

及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

３．会計方針の変更に関する注記
（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成25年１月１日以後に取得
した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更してお
ります。なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純
利益に与える影響は軽微であります。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 824,077千円

－ 34 －
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⑵　保証債務
子会社の金融機関からの借入金に対する保証債務

　　　　ＧＭＯクラウドＷＥＳＴ株式会社 42,800千円
⑶　関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）

金銭債権 88,708千円
金銭債務 77,070千円

５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

営業取引（売上高） 498,743千円
（仕入高等） 559,803千円

営業取引以外の取引 78,561千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 513株

７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
投資有価証券評価損 13,409千円
貸倒引当金 9,593千円
減損損失累計額 7,915千円
資産除去債務 6,701千円
未払事業税 4,366千円
その他 8,007千円

繰延税金資産合計 49,993千円
繰延税金負債

有価証券評価差額 4,778千円
その他 3,499千円

繰延税金負債合計 8,278千円
繰延税金資産の純額 41,714千円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、パソコン機器及び事務用機器の一部につ

いて、リース契約により使用しております。

－ 35 －
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９．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の
名称 住所

資本金又は
出資金

（千円）
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合
（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の

関係

親会社 GMOインタ
ーネット㈱

東京都
渋谷区 100,000

総合インタ
ーネット事
業

（被所有）
直接
51.3

兼任
４名

販売、仕入
及び賃貸借
取引等

当社のホスティン
グサービスの販売
（注１①）

345,815 売掛金 26,978

機器等レンタル料
及び施設使用料等
の支払（注１②）

495,149 買掛金 3,698

賃料及び業務委託
料等の支払
（注１②）

159,903 未払金 50,107

匿名組合出
資

匿名組合への出資
（注１③） 25,000 匿名組合

出資金 97,748

匿名組合投資利益
（注１③） △740 － －

（注）1 　取引条件及び取引条件の決定方針等
①　当社と関係を有しない会社との取引と同様に、取引規模等を総合的に勘案し交渉の上決定

しております。
②　同社における一括負担分のうち、当社使用分の実費相当額となっております。
③　当該匿名組合は、GMOインターネット㈱を営業者とする匿名組合であり、匿名組合契約

書に基づき出資をしております。
2 　取引金額には消費税等は含まれておらず、匿名組合出資金以外の期末残高には消費税等が含

まれております。
⑵　子会社等

属性 会社等の
名称 住所

資本金又は
出資金

（千円）
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合
（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の

関係

子会社 GMOグロー
バルサイン㈱

東京都
渋谷区 356,640

セキュリテ
ィサービス
事業

直接
89.8

兼任
３名 資金の貸付

貸付金の回
収
（注１①）

100,000

1年内回収予
定の関係会社
長期貸付金

100,000

関係会社
長期貸付金 1,600,000

利息の受取
（注１①） 41,314 － －

子会社 ㈱DIX 東京都
渋谷区 25,000

ソリューシ
ョンサービ
ス事業

直接
100.0

兼任
３名 資金の貸付

貸付金の回
収
（注１②）

15,000

1年内回収予
定の関係会社
長期貸付金

15,000

関係会社
長期貸付金 120,000

利息の受取
（注１②） 2,846

子会社 GMOクラウ
ドWEST㈱

大阪府
大阪市 50,000

ホスティン
グサービス
事業

間接
100.0

兼任
３名 債務保証

金 融 機 関 借
入 債 務 の 保
証（注１③）

42,800 － －

－ 36 －
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（注）1 　取引条件及び取引条件の決定方針等
①　関係会社長期貸付金は、同社事業再編に伴う貸付資金であります。受取利息の金利につい

ては、市場の実勢金利を考慮の上、決定しております。
②　関係会社長期貸付金は、同社におけるその他無形固定資産の購入資金の貸付であります。

受取利息の金利については、市場の実勢金利を考慮の上、決定しております。
③　子会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

2 　取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。
⑶　当社と同一の親会社を持つ会社等

属性 会社等の
名称 住所

資本金又は
出資金

（千円）
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合
（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の

関係

当社と
同一の
親会社
を持つ
会社

GMO 
Venture
Partners 3 
投資事業有限
責任組合

東京都
渋谷区 1,250,000 投資事業 － － 出資 匿名組合投資利益

（注１①） △725 投資
有価証券 69,259

当社と
同一の
親会社
を持つ
会社

GMOクリッ
ク証券㈱

東京都
渋谷区 4,346,663 金融商品取

引業 － 兼任
１名

社 債 の 引
受

社債購入代金の支
払
（注１②）

100,000 投資
有価証券 100,000

社債利息の受取
（注１②） 1,907 － －

当社と
同一の
親会社
を持つ
会社

GMOペイメ
ントゲートウ
ェイ㈱

東京都
渋谷区 696,000 決済代行業 － 兼任

３名 決済代行 決済代行
（注１③） － 売掛金 142,666

（注）1 　取引条件及び取引条件の決定方針等
①　当該投資事業有限責任組合は、GMO VenturePartners ㈱を無限責任組合員とする投資事

業有限責任組合であり、投資事業有限責任組合契約書に基づき出資をしております。
②　GMOクリック証券㈱が発行する社債であり、受取利息の金利については、市場の実勢金

利を考慮の上、決定しております。
③　GMOペイメントゲートウェイ㈱は、クレジットカード等の決済代行会社であり、顧客と

の決済を同社が代行したことによる、当社の同社に対する売掛金であります。したがって、
本取引に係る同社に対する販売額はございませんので、取引金額は記載しておりません。

2 　取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高のうち、投資有価証券には消費税等は含
まれておらず、その他の期末残高には消費税等が含まれております。

10．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 41,945円48銭
⑵　１株当たり当期純利益 1,771円41銭

11．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。

－ 37 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成26年２月12日

ＧＭＯクラウド株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松　野　雄一郎 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡 田 雅 史 ㊞

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ＧＭＯクラウド株式会社の平成２５年１
月１日から平成２５年１２月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、ＧＭＯクラウド株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以　上

－ 38 －
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会計監査人の監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成26年２月12日

ＧＭＯクラウド株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松　野　雄一郎 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡 田 雅 史 ㊞

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ＧＭＯクラウド株式会社の平成２
５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの第２１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検
討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

　以　上

－ 39 －
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの第２１期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会
その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事
業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年２月17日
ＧＭＯクラウド株式会社　監査役会

常勤監査役 深 　 山 　 智 　 房 ㊞
社外監査役 稲 葉 幹 次 ㊞
社外監査役 佐 藤 明 夫 ㊞

以　上

－ 40 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　当期の期末配当につきましては、当期の業績および財務内容等を勘案し、以下の
とおりといたしたいと存じます。
⑴　配当財産の種類

　金銭といたします。
⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき1,900円　　総額221,192,300円
⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

平成26年３月19日

第２号議案　定款一部変更の件
1.　変更の理由
(1) 経営体制の一層の強化・充実を図るため、取締役の員数を10名から12名に改め

るものであります。（変更案第20条）
(2) 監査役の増員による監査機能の強化を図るため、監査役の員数を３名から４名

に改めるものであります。（変更案第34条）
2.　変更の内容

　現行定款の一部を次の変更案（変更部分は下線で示す。）のとおり改めたいと存
じます｡

現 行 定 款 変 更 案
第４章　取締役及び取締役会

（員数）
第４章　取締役及び取締役会

（員数）
第20条　当会社の取締役は10名以内と

する。
第20条　当会社の取締役は12名以内と

する。

＜中　略＞

第５章　監査役および監査役会
（員数）

第５章　監査役及び監査役会
（員数）

第34条　当会社の監査役は３名以内と
する。

第34条　当会社の監査役は４名以内と
する。

－ 41 －

剰余金処分議案、定款変更議案
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第３号議案　取締役11名選任の件
　取締役の全員（９名）は、本定時総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営体制の強化のため２名を増員いたしたく、第２号議案「定款
一部変更の件」が原案どおり承認可決されることを条件に、取締役11名の選任をお
願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

１
くま
熊

がい
谷

まさ
正

とし
寿

(昭和38年７月17日)

平成 3 年 5 月 株式会社ボイスメディア（現
GMOインターネット株式会
社）代表取締役

0株

平成11年 9 月 株式会社まぐクリック（現
GMOアドパートナーズ株式
会社）代表取締役

平成12年 4 月 同社取締役
平成13年 8 月 株式会社アイル（現当社）代

表取締役会長
平成15年 3 月 グローバルメディアオンラ

イン株式会社（現GMOイン
ターネット株式会社）代表取
締役会長兼社長
株式会社アイル（現当社）取
締役会長（現任）

平成16年 3 月 株式会社paperboy&co.取
締役会長（現任）

平成16年12月 株式会社カードコマースサ
ービス（現GMOペイメント
ゲートウェイ株式会社）取締
役会長

平成19年 3 月 株式会社まぐクリック（現
GMOアドパートナーズ株式
会社）取締役会長（現任）

平成20年 5 月 GMOインターネット株式会
社代表取締役会長兼社長　
グループ代表（現任）

平成23年12月 GMOペイメントゲートウェ
イ株式会社取締役会長兼社
長

平成24年12月 GMOペイメントゲートウェ
イ株式会社取締役会長（現
任）

－ 42 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

２
あお
青

やま
山

 
　

みつる
満

(昭和42年２月８日)

平成元年 4 月 東京航空計器株式会社入社

2,957株

平成 7 年 9 月 有限会社アイル（現当社）入
社

平成 9 年 5 月 株式会社アイル（現当社）代
表取締役社長（現任）

平成15年 3 月 グローバルメディアオンラ
イン株式会社（現GMOイン
ターネット株式会社）取締役
（現任）

平成20年11月 Global Web株式会社（現
GMOスピード翻訳株式会
社）代表取締役社長

平成24年 3 月 GMOスピード翻訳株式会社
取締役会長（現任）

３
ちゅう
中

じょう
条

いち
一

ろう
郎

(昭和40年７月18日)

昭和63年 4 月 株式会社ヤナセ入社

2,700株

平成 3 年 8 月 Takuyo corp.入社
平成 9 年 7 月 WEBKEEPERS, Inc.（現

G M O  C L O U D  
AMERICA INC.）入社

平成12年 2 月 株式会社アイル（現当社）取
締役

平成15年 4 月 日本ジオトラスト株式会社
（現GMOグローバルサイン
株式会社）代表取締役社長
（現任）

平成18年 3 月 当社取締役セキュリティサ
ービス事業統括

平成22年 3 月 当社取締役副社長セキュリ
ティサービス事業統括

平成23年12月 当社取締役副社長セキュリ
ティサービス事業統括兼エ
ンタープライズ営業部門統
括

平成25年 1 月 当社取締役副社長セキュリ
ティサービス事業統括兼マ
ーケティング部門統括

平成26年 1 月 当社取締役副社長セキュリ
ティサービス事業統括（現
任）

－ 43 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

４
た
田

なか
中

やす
康

あき
明

(昭和48年３月４日)

平成10年 9 月 ラピッドサイト株式会社入
社

290株

平成12年 8 月 株式会社アイル（現当社）入
社　セールス部長

平成15年 7 月 ホスティング事業本部長
平成17年 3 月 当社取締役ホスティング事

業本部長
平成18年 7 月 当社取締役ホスティングサ

ービス事業統括兼ホスティ
ング事業推進本部長

平成20年 7 月 当社取締役ホスティングサ
ービス事業統括兼専用ホス
ティング事業本部長

平成22年 3 月 当社常務取締役ホスティン
グサービス事業統括兼専用
ホスティング事業本部長

平成22年10月 当社常務取締役ホスティン
グサービス事業統括兼クラ
ウドサービス開発室担当

平成23年12月 当社常務取締役ホスティン
グ営業部門統括

平成24年10月 株式会社DIX代表取締役社
長（現任）

平成25年 2 月 当社常務取締役営業部門統
括兼お客さまサービス部門
統括

平成25年 6 月 GMO CLOUD (Thailand) 
Co., Ltd. President & CEO
（現任）

平成26年 1 月 当社常務取締役（現任）

－ 44 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

５
かん
閑

の
野

みち
倫

あり
有

(昭和47年７月24日)

平成 9 年10月 監査法人トーマツ（現有限責
任監査法人トーマツ）入所

330株

平成13年 4 月 公認会計士登録
平成15年 1 月 株式会社アイル（現当社）入

社
平成15年 7 月 当社経営企画室長
平成18年 3 月 当社取締役経営企画室長
平成22年 3 月 当社常務取締役ソリューシ

ョンサービス事業統括兼経
営財務本部長

平成23年12月 当社常務取締役ソリューシ
ョンサービス事業統括兼コ
ーポレート部門統括（現任）

６
から
唐

さわ
澤

 
　

みのる
稔

(昭和38年10月１日)

平成 3 年 7 月 シュルンベルジェ株式会社
入社

0株

平成 8 年 5 月 マイクロソフト株式会社入
社

平成 9 年 9 月 Microsoft Corporation入
社

平成23年 8 月 当社入社
平成23年12月 当社技術部門統括
平成24年 3 月 当社取締役技術部門統括（現

任）

７
やま
山

だ
田

ゆう
裕

いち
一

(昭和49年９月19日)

平成12年 7 月 株式会社アイル（現当社）入
社

290株

平成18年 7 月 当社アイル事業本部長
平成22年 3 月 当社ソリューションサービ

ス事業本部長
平成22年 3 月 コミュニケーションテレコ

ム株式会社（現GMOデジタ
ルラボ株式会社）代表取締役
社長（現任）

平成23年12月 当社ホスティング営業部長
平成25年 1 月 当社マーケティング部長
平成25年 3 月 当社取締役マーケティング

部長
平成26年 1 月 当社取締役営業部長（現任）

－ 45 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

８
やす
安

だ
田

まさ
昌

し
史

(昭和46年６月10日)

平成12年 4 月 公認会計士登録

0株

インターキュー株式会社（現
GMOインターネット株式会
社）入社

平成13年 9 月 同社経営戦略室長
平成14年 3 月 同社取締役経営戦略室長
平成15年 3 月 同社グループ経営戦略担当

兼IR担当
同社常務取締役
株式会社アイル（現当社）社
外取締役（現任）

平成16年12月 株式会社カードコマースサ
ービス（現GMOペイメント
ゲートウェイ株式会社）社外
監査役（現任）

平成17年 3 月 グローバルメディアオンラ
イン株式会社（現GMOイン
ターネット株式会社）専務取
締役
株式会社paperboy&co.社
外監査役（現任）

平成20年 3 月 株式会社まぐクリック（現
GMOアドパートナーズ株式
会社）社外取締役（現任）

平成20年 5 月 GMOインターネット株式会
社専務取締役グループ管理
部門統括

平成23年 6 月 GMOクリック証券株式会社
社外取締役（現任）

平成25年 3 月 GMOインターネット株式会
社専務取締役グループ代表
補佐グループ管理部門統括
（現任）

－ 46 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

９
い
伊

とう
藤

 
　

ただし
正

(昭和49年３月12日)

平成 9 年10月 インターキュー株式会社（現
GMOインターネット株式会
社）入社

0株

平成13年12月 同社OEM事業本部長
平成16年 3 月 同社取締役ビジネスパート

ナーカンパニープレジデン
ト

平成16年 9 月 同社取締役ビジネスパート
ナー統括本部長

平成18年 8 月 同社取締役グループ営業推
進統括本部長

平成20年 4 月 同社常務取締役グループ営
業推進統括本部長

平成21年 1 月 同社常務取締役事業本部長
平成25年 3 月 同社専務取締役グループイ

ンフラ部門統括事業本部長
（現任）
当社社外取締役（現任）
株式会社paperboy&co.社
外取締役（現任）

※
10

ます
増

だ
田

よし
義

ひろ
弘

(昭和47年２月29日)

平成13年 2 月 ケーブル・アンド・ワイヤレ
スIDC株式会社（現株式会社
IDCフロンティア）入社

0株

平成20年11月 株 式 会 社 ワ ダ ッ ク ス （ 現
GMOクラウドWEST株式
会社）入社
同社取締役CTO

平成23年 3 月 同社取締役情報システム部
長

平成24年 3 月 同社常務取締役
平成25年 3 月 同社代表取締役社長（現任）

－ 47 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

※
11

G e r h a r d  
F a s o l
[ゲルハルト・
フ ァ ー ソ ル ]
(昭和29年９月13日)

昭和57年 4 月 マックス・プランク個体科学
研究所入所

0株

昭和61年 4 月 ケンブリッジ大学講師
平成 2 年10月 日立ケンブリッジ研究所マ

ネジャー・主任研究員
平成 3 年10月 東京大学電子電気工学部助

教授
平成 8 年 9 月 株式会社ユーロテクノロジ

ー・ジャパン代表取締役社長
（現任）

（注）1.　※印は、新任の取締役候補者であります。
2.　候補者熊谷正寿氏は、当社の親会社であるGMOインターネット株式会社の

代表取締役会長兼社長を務めており、当社と同社との間には、営業上の取引
関係があります。

3.　候補者中条一郎氏は、当社の子会社であるGMOグローバルサイン株式会社
の代表取締役社長を務めており、当社と同社との間には、営業上の取引関係
があります。

4.　その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
5.　候補者熊谷正寿氏、安田昌史氏および伊藤正氏は、当社の親会社であるGMO

インターネット株式会社又はその子会社の業務執行者であり、当該会社にお
ける地位および担当は、略歴および重要な兼職の状況に記載のとおりであり
ます。

6.　候補者安田昌史氏は、社外取締役候補者であります。同氏は、当社の親会社
であるGMOインターネット株式会社の業務執行者（専務取締役グループ代
表補佐グループ管理部門統括）であります。同氏は、GMOインターネット
株式会社の取締役としての豊富な経験・知見等に加え、公認会計士としての
専門的な知識および経験を有しており、当社の経営に生かしていただきたい
ため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏は、平成15
年３月より当社社外取締役を務めており、その就任期間は、本定時株主総会
終結の時をもって11年であります。

7.　候補者伊藤正氏は、社外取締役候補者であります。同氏は、当社の親会社で
あるGMOインターネット株式会社の業務執行者（専務取締役グループイン
フラ部門統括事業本部長）であります。同氏は、GMOインターネット株式
会社の取締役としての豊富な経験・知見等を有しており、当社の経営に生か
していただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。
同氏は、平成25年３月より当社社外取締役を務めており、その就任期間は、
本定時株主総会終結の時をもって１年であります。
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8.　候補者Gerhard Fasol氏は、社外取締役候補者であります。同氏は、主にエ
レクトロニクス、インターネットといった分野における先端技術や業界動向
に精通しているとともに、経営コンサルタントとしての豊富な経験・知見等
を有しており、当社の経営に生かしていただきたいため、社外取締役として
選任をお願いするものであります。同氏は、東京証券取引所の定めに基づく
独立役員の要件を満たしており、独立役員として届け出る予定であります。

9.　社外取締役候補者が在任中に不当な業務執行が行われた事実及びその事実の
発生防止及び発生後の対応について

候補者安田昌史氏が社外取締役を兼任しているGMOクリック証券株式
会社において、平成24年10月12日に、金融商品取引業等に関する内閣府
令第123条第1項第14号に規定する「金融商品取引業等に係る電子情報処
理組織の管理が十分でないと認められる状況」に該当するとのことから、
関東財務局より業務改善命令がなされました。

同氏は、当該状況判明後には、管理態勢の強化・充実を図るために、実
効性のある改善策の策定ならびに改善策実行の進捗・管理において主体的
に関与し、再発防止のためにその職責を果たしております。
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第４号議案　監査役１名選任の件
　監査体制の強化のため１名を増員いたしたく、第２号議案「定款一部変更の件」
が原案どおり承認可決されることを条件に、監査役１名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
　なお、当議案の提出に当たっては、予め当社監査役会の同意を得ております。

氏　　名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 な ら び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

※
みず
水

かみ
上

 
　

ひろし
洋

(昭和43年５月９日)

平成 7 年 4 月 弁護士登録（第二東京弁護士会所
属）

0株
平成14年 6 月 高千穂電気株式会社（現エレマテ

ック株式会社）社外監査役（現
任）

平成21年 4 月 立教大学法務研究科特任教授（現
任）

（注）1.　候補者水上洋氏は、新任の監査役候補者です。
2.　候補者水上洋氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
3.　候補者水上洋氏は、社外監査役候補者であります。同氏の弁護士としての専

門的な知見を当社の監査体制に生かしていただくため、社外監査役として選
任をお願いするものであります。同氏は、直接、会社経営に関与した経験は
ありませんが、弁護士としての豊富な知識・経験を有しており、社外監査役
としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。同氏は、東
京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員とし
て届け出る予定であります。

以　上
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メ　　モ
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株主総会会場ご案内図

会場　セルリアンタワー東急ホテル　地下２階「ボールルーム」
〒150－8512　東京都渋谷区桜丘町26番１号
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線 109

道玄坂
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田園都市線･半蔵門線渋谷駅

交通のご案内 ●東京メトロ 銀　座　線・半蔵門線
副都心線

●Ｊ　　　Ｒ 山　手　線・埼　京　線
●東急東横線・田園都市線
●京王井の頭線

各「渋谷駅」より徒歩５分

問い合わせ先 TEL（03）6415－6100（当社代表）

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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